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第１　審査の対象　

　　　令和６年度 たつの市水道事業会計決算

　　　令和６年度 たつの市下水道事業会計決算

　　　令和６年度 たつの市国民宿舎事業会計決算

第２　審査の期間

　　　令和７年６月１３日から令和７年７月３１日までの間

第３　審査の方法

　　か、関係帳簿と照合したほか、関係職員から説明聴取等を行いながら審査した。

第４　審査の結果

　　は、経営状況及び財政状況を適正に表示しているものと認めた。

第５　審査の概要

　　　各事業の経営状況及び財政状況等審査の概要は、別記のとおりである。

　注　　記　

③ ポイントとは、百分率（％）間の単純差引数値である。

① 文中及び各表中の金額等は、表示単位未満を四捨五入したものであって、合計額と内訳

② 各表中の「 」は、該当数値が無いもの又は増減率等の無意味なものであり、「△」は、

決算諸表の記載様式及び記載事項は、関係法令に従って作成されており、その計数

令和６年度たつの市公営企業会計決算審査意見書

令和６年度の各公営企業会計の決算審査に当たっては、市長から送付を受けた各

公営企業会計決算書及び決算附属書類が関係法令に準拠して作成され、事業の経営成績

並びに財務状況等に関する会計事実を明白かつ適正に表示し、その計数が正確である

負数又は減数を表したものである。

の計等が一致しない場合や「 ％」といった表示がある。





水 道 事 業 会 計
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　１　業務実績について

　　　令和６年度水道事業会計の業務実績は、第１表のとおりである。

給水区域内人口 人 人 人

現在給水人口 人 人 人

普及率　 a× ％ ％ ％

給水件数 件 件 件

送水量 ㎥ ㎥ ㎥

有収水量 ㎥ ㎥ ㎥

無収水量 ㎥ ㎥ ㎥

有収率　 c× ％ ％ ％

無効水量 ㎥ ㎥ ㎥

配水管延長 ｍ ｍ ｍ

一日配水能力 ㎥ ㎥ ㎥

一日最大配水量 ㎥ ㎥ ㎥

一日平均配水量 ㎥ ㎥ ㎥

負荷率 f× ％ ％ ％

施設利用率 e× ％ ％ ％

最大稼働率 e× ％ ％ ％

（数値は、年度末現在の値）

　　である。

たつの市水道事業会計

第１表　業務実績表

項　　　　　目 令和６年度 令和５年度 比較増減

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

水道事業の給水区域内における給水人口は 人で、前年度に比べ 人減少してお

有収水量は ㎥で、送水量 ㎥に対する有収率は ％となり、前年

無効水量は ㎥で、このうち、調定減額水量は ㎥、漏水量は ㎥

　　り、給水区域内人口 人に対する普及率は ％で、前年度と同率である。

　　　給水件数は 件で、前年度に比べ 件増加している。

　　度に比べ ポイント減少している。
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　２　予算及び決算について

　　 　収益的収入及び支出について

　　　　 収益的収支に係る予算の執行状況は、第２表のとおりである。

（収入） （単位：千円、％）

水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

（支出） （単位：千円、％）

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。

水道事業費用

営業費用

営業外費用

特別損失

予備費

（本決算額は、消費税等込の数字である。）

収益的収入は、予算額 千円に対して決算額は 千円で、決算額

収益的支出は、予算額 千円に対して決算額は 千円で、執行率

の予算額に対する比率は ％となっている。これは主に、予算額に対して営業収益が

　　　は ％となり、 千円の不用額が生じている。

千円減収となり、営業外収益が 千円、特別利益が 千円増収となった

　　　ことによるものである。

△ 

科　　目 予　算　額 決　算　額 不　用　額 執行率
決算構
成比率

△ 

第２表　予算決算対照表（収益的収支）

科　　目 予　算　額 決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

収入率
決算構
成比率
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　　 　資本的収入及び支出について

　　　　 資本的収支に係る予算の執行状況は、第３表のとおりである。

（収入） （単位：千円、％）

資本的収入

企業債

工事負担金

他会計負担金

固定資産売却代金

（支出） （単位：千円、％）

資本的支出

建設改良費

企業債償還金

予備費

（本決算額は、消費税等込の数字である。）

　　　

留保資金 千円及び当年度分損益勘定留保資金 千円で補てんされている。

地方消費税資本的収支調整額 千円、減債積立金 千円、過年度分損益勘定

資本的収入は、予算額 千円に対して決算額は 千円で、決算額の予算額に

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 千円は、当年度分消費税及び

      となっている。翌年度へ 千円繰越し、不用額は 千円である。

　　　対する比率は ％となっている。

資本的支出は、予算額 千円に対して決算額は 千円で、執行率が ％

第３表　予算決算対照表（資本的収支）

△ 

科　　目 予 算 額
地方公営企業法第 条
の規定による支出額に
係 る 財 源 充 当 額

合　　計 決 算 額
決算構
成比率

決算構
成比率

執行率
地方公営企業法
第 条の規定に
よ る 繰 越 額

不 用 額

△ 

△ 

予算額に比べ
決算額の増減 収入率

科　　目 予 算 額
地方公営企業法
第 条の規定に
よ る 繰 越 額

合　　計 決 算 額
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　３　経営成績について（資料別表１・２参照）

　　(1)　経営収支の推移について

　　　　 経営収支の推移を見ると、第４表のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円、％）

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 94.58円となっている。（総収支比率は、総収益÷総費用×１００）

　　(2)　収益について

　　(3)　費用について

増加となっている。

成比 ％）である。前年度に比べ、営業費用が 千円の増加、営業外費用が

千円の減少、 特別損失が 千円の増加（皆増）で、全体で 千円の

当年度の総収益は 千円で、内訳は、営業収益が 千円（構成比

総収支比率の推移を見ると、前年度の ％に対し、当年度は ％となって

千円の増収で、特別利益が 千円の増収（皆増）で、全体で 千円

令 和 ４ 年 度

当年度の総費用は 千円で、内訳は、営業費用が 千円（構成比

％）、営業外費用が 千円（構成比 ％）、特別損失が 千円（構

％）、営業外収益が 千円（構成比 ％）、特別利益が 千円

（構成比 ％）である。前年度に比べ、営業収益が 千円の減収、営業外収益が

の増収となっている。

令 和 ６ 年 度

令 和 ５ 年 度

おり、前年度に比べ ポイントの増加となっている。

当年度の水道事業会計の損益状況は、総収益が 千円に対し、総費用が

第４表　経営収支の推移

年　　度
総収益 対前年

度　比
総費用 対前年

度　比
損　益 対前年

度　比
総収支
比　率

千円となり、 千円の純利益を計上している。
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　　　ア　人件費　（児童手当含む。）

　　　　　人件費の営業収支に対する比率を見ると、第５表のとおりである。

（単位：千円、％）

（対営業収益比率＝人件費÷営業収益×１００）

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。（対営業費用比率＝人件費÷営業費用×１００）

　　　イ　動力費及び薬品費

　　　ウ　その他物件費

　　　　占める割合は、 ％となっている。

　　　　※その他物件費＝材料売却原価＋修繕費＋材料費＋路面復旧費＋その他

　　　エ　減価償却費

　　　　める割合は、 ％となっている。

　　　オ　資産減耗費

　　　　める割合は、 ％となっている。

　　　　※資産減耗費＝固定資産除却費＋棚卸資産減耗費

　　　 　 収益的収入及び支出の人件費は 千円で、職員 名分の経費である。

　　  　  総費用に占める割合は ％で、前年度に比べ 千円減少している。

年　　度 人件費
対前年
度　比

営業収益

第５表　人件費の営業収支に対する比率

対前年
度　比

営業費用
対前年
度　比

対 営 業
収益比率

対 営 業
費用比率

        営業費用比率は ポイント減少している。

令 和 ６ 年 度

令 和 ５ 年 度

資産減耗費は 千円で、前年度に比べ 千円減少しており、総費用に占

減価償却費は 千円で、前年度に比べ 千円増加しており、総費用に占

薬品費は 千円で、前年度に比べ 千円増加しており、総費用に占め

その他物件費は 千円で、前年度に比べ 千円増加しており、総費用に

動力費は 千円で、前年度に比べ 千円増加しており、総費用に占め

る割合は、 ％となっている。

る割合は、 ％となっている。

　　　　　前年度に比べ人件費は ポイント減少し、営業収益比率は ポイント減少し、

令 和 ４ 年 度
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　　　カ　支払利息及び企業債取扱諸費

　　 　給水原価について

　　　　 １㎥当たりの給水原価は 円となっている。

　　 　供給単価について

　　　　 供給単価＝（水道料金＋分水料金）÷年間有収水量

　　　いる。

　４　財政状況について（資料別表３参照）

　　 　資産について

　　　ア　固定資産

　　　イ　流動資産

　　　　  主な増減内容は、現金預金が 千円、有価証券が 千円減少し、未収金が 

　　 　 千円増加している。

　　 　負債について

　　　　　 千円増加している。

　　　　　資その他の資産の投資有価証券が 千円減少し、有形固定資産の構築物が 

支払利息及び企業債取扱諸費は 千円で、前年度に比べ 千円減少して

給水原価＝
　経常費用 （受託工事費 材料及び不用品売却原価 附帯事業費） 長期前受金戻入

年間有収水量

　　　　おり、総費用に占める割合は、 ％となっている。

１㎥当たりの供給単価は 円となり、１㎥当たりの販売利益は 円となって

供給単価＝
水道料金　＋　分水料金

年間有収水量

　　　 固定資産が ％、流動資産が ％となっている。

　　　　 資産総額は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となり、構成比率は、

  　　　　固定資産は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となっている。

　　　　　主な増減内容は、有形固定資産の建物が 千円、建設仮勘定が 千円、投

　　 　 千円増加したためである。

　　　 　負債総額は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となっている。

　　 　　これは、固定負債が 千円、繰延収益が 千円減少し、流動負債が

　　　　　流動資産は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となっている。
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　 　資本について

　　ア　資本金

　　　　資本金は 千円で、前年度と同額である。

　　イ　剰余金

　 　キャッシュ・フローの状況について

　　減少し、 千円となっている。

（単位：千円）

　　　 資本合計は 千円で、前年度に比べ 千円増加となっている。

△ 

△ 

　　　　剰余金は 千円で、前年度に比べ 千円増加となっている。

これは、利益剰余金が 千円増加し、その他有価証券評価差額が 千円

　　　減少したためである。

当年度のキャッシュ・フローの状況は、第６表のとおりである。

第６表　キャッシュ・フロー計算書

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 

区　　　　分

業務活動によるキャッシュ・フロー

令和５年度令和６年度

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 

決　算　額

－

－

△ 

△ △ 

決　算　額増　減　額

資金期末残高

資金期首残高

資金増加（減少）額

マイナスで、前年度に比べ 千円増加しており、財務活動によるキャッシュ・

この結果、当年度の資金（現金・預金）期末残高は、期首残高に比べ 千円

業務活動によるキャッシュ・フローは 千円のプラスで、前年度に比べ

千円増加している。また、投資活動によるキャッシュ・フローは 千円の

　　フローは 千円のマイナスで、前年度に比べ 千円減少している。



－ 18 －

む　す　び

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 94.58円となっている。

的・効率的に事業を執行し、長期的に安定した水道事業経営となるよう努められたい。

「たつの市水道事業経営戦略」に基づき、水需要の予測等を踏まえながら給水収益を確保

　は 3.23円となっている。

経営状況については、水道事業収益が 千円で、前年度に比べ 千円の増収

　となった。

建設改良の状況については、配水施設改良において、配水管網の整備をはじめ、耐用

するとともに、業務の効率化や施設等の維持管理コストの削減を図るなど、より一層経済

将来にわたって健全な経営の維持が求められている。

増収となり、当年度未処分利益剰余金は、 千円となっている。

から重点的・計画的に実施した。

確保が難しくなることが見込まれ、経営環境はより厳しさを増していくものと予測される。

また、水道事業費用は、 千円となり、前年度に比べ 千円の増加となった。

その結果、経常収支では 千円の純利益が生じ、前年度に比べ 千円の

また、資金の期末残高は、前年度と比べ 千円減少し、 千円となった。

企業債については、当年度末の未償還残高は前年度末に比べ 千円減少し、

　　令和６年度水道事業会計の決算審査の内容は、以上のとおりである。

年数を経過した管路の更新及び耐震化の推進についても、緊急度・優先度の高い事業

経常収支については、上記のように黒字決算となっているが、人口減少や節水機器の

このようなことから、今後の事業運営に当たっては、「たつの市水道事業ビジョン」及び

千円となっている。

水道事業は市民生活や経済活動等を支えるライフラインとして重要な役割を担っており、

普及などの要因から給水収益は引き続き減収が予想される中で、管路の布設替えをはじ

め、老朽化した施設の更新・地震等の災害対策などに多額の事業費を要するなど、純利益の

業務の状況については、前年度に比べ、給水人口が 人減少し、有収水量は ㎥

　の減少、有収率は 1.0ポイントの低下、送水量は 36,566㎥の増加となった。

また、給水原価は 円 ㎥、供給単価は 円 ㎥で、１㎥当たりの販売利益
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資料別表１

比較損益計算書（№１）

収益の部 （単位：円、％）

受取利息及び配当金

その他特別利益

過年度損益修正益

分担金

他会計補助金

△ 

長期前受金戻入 △ 

合       計

皆増

－

固定資産売却益

特別利益 皆増

雑収益

－

補助金 皆増

下水道徴収負担金

他会計負担金

営業外収益

△ 

手数料

その他営業収益

材料売却収益 皆増

水道料金 △ 

受託工事収益

給水収益 △ 

営業収益

対前年
度　比

決　算　額 構成比

△ 

科     目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
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資料別表１

比較損益計算書（№２）

費用の部 （単位：円、％）

－当年度未処分利益剰余金 － －

その他未処分利益剰余
金 変 動 額

－ △ － －

前年度繰越利益剰余金

－

費　用　合　計

－ －

当 年 度 純 利 益 － －

－

その他特別損失 皆増

過年度損益修正損

特別損失 皆増

－

固定資産売却損 －

雑支出

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 

営業外費用 △ 

業務費

総係費 △ 

資産減耗費 △ 

減価償却費

受託工事費

配水及び給水費

営業費用

△ 

原水及び浄水費

科     目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
対前年
度　比

決　算　額 構成比
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資料別表２

費用の性質別一覧

（単位：円、％）

合    計

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 

△ 

減価償却費

資産減耗費

薬品費

動力費

その他物件費

間接人件費 △ 

直接人件費 △ 

構成比
科　　　目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
対前年
度　比

決　算　額
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資料別表３

比較貸借対照表（№１）

資産の部 （単位：円、％）

未収金

貸倒引当金

△ 

資　産　合　計 △ 

未収金

前払金 －

貯蔵品

有価証券

△

△ 

△ △ △ 

現金預金 △ 

流動資産

投資その他の資産 △ 

△ 

投資有価証券 △ 

△ 

施設利用権

無形固定資産 △ 

建設仮勘定

ソフトウェア △ 

工具器具及び備品 △ 

車両運搬具

構築物

△ 

機械及び装置

建物 △ 

土地

固定資産 △ 

有形固定資産 △ 

科     目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
対前年
度　比

決　算　額 構成比



－ 25 －

資料別表３

比較貸借対照表（№２）

負債・資本の部 （単位：円、％）

負債・資本合計 △ 

資 本 合 計

△ △

当年度未処分利益剰余金

その他有価証券評価差額 △ △ △ 

建設改良積立金

利益積立金

利益剰余金

減債積立金

その他資本剰余金

出資金

工事負担金

補助金

受贈財産評価額

資本剰余金

剰余金

資本金

自己資本金

負 債 合 計 △ 

収益化累計額 △ 

繰延収益 △ 

△ △ △ 

長期前受金

△

預り金 △ 

引当金

企業債 △ 

未払金

流動負債

修繕引当金

引当金 △ 

△ 

退職給付引当金 △ 

企業債 △ 

固定負債

対前年
度　比 決　算　額 構成比

△ 

科     目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
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資料別表４

財務諸表分析表（№１）

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

回 回 回 回

％ ％ ％ ％

回 回 回 回

回 回 回 回

※「参考値」欄は、総務省において公表している「地方公営企業年鑑」から引用し、令和５年度の数値を

　記載している。

営業収益－受託工事収益

（期首未収金＋期末未収金）÷２

営業収益－受託工事収益

有形固定資産＋無形固定資産－土地－建設仮勘定
＋当年度減価償却額

（期首流動資産＋期末流動資産）÷２

当年度減価償却額
×１００

営業収益－受託工事収益

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２

流動資産
×１００

流動負債

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
×１００

負債・資本合計

固定資産
×１００

資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益
財

務

比

率

固 定 資 産 対
長期資本比率

流 動 比 率

固定資産

総資産

固定負債
×１００

×１００

　総資産＝固定資産＋流動資産

算　式参考値
全国平均

負債・資本合計

分 析 項 目

構

成

比

率

固 定 資 産
構 成 比 率

自 己 資 本
構 成 比 率

固 定 負 債
構 成 比 率

回

転

率

固 定 資 産
回 転 率

減 価 償 却 率

流 動 資 産
回 転 率

未収金回転率



－ 27 －

現金預金、未収金、貯蔵品等回転率を包括するものであり、これらの回転率が高くなれば、そ
れに応じて高くなるものである。

企業の取引量である営業収益と未収金との関係で、比率が高いほど未収金が未回収のまま残留
する期間が短いことを示す。

説　明

総資産に対する固定資産の構成比率であり、比率が高ければ資本の固定化の傾向にある。低い
方が、機動的な経営が可能である。

資産の調達源である負債・資本の内、他人資本の割合を示すものであり、比率が低いほど良
い。

資本総額とこれを構成する自己資本の関係を示すもので、経営の健全化のためには、比率を高
める必要がある。

固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきであるとの立場から、少なくと
も１００％以内が望ましく、１００％を超えた場合は明らかに固定資産に対する過大投資が行
われたものと言わざるを得ない。比率が低い方が良い。

１年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債（短期債務）とを比較するもの
で、流動性を確保するためには、流動資産が流動負債の２倍以上あることが要求されるので、
安全比率は２００％以上である。

営業収益と、設備投資された資本との関係を示すものであり、比率が高い方が固定資産が活用
されていることを示す。

減価償却費を固定資産の帳簿価格と比較することによって、固定資産に投下された資本の回収
状況をみるためのものである。
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財務諸表分析表（№２）

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

 ※「参考値」欄は、総務省において公表している「地方公営企業年鑑」から引用し、令和５年度の数値を

　記載している。

企 業 債 元 金
償 還 額 対
減 価 償 却 額
比 率

建設改良のための企業債元金償還額

×１００
当年度減価償却額

利 子 負 担 率

営業収支比率

総 収 支 比 率

そ

の

他

分 析 項 目

収

益

率

総資本利益率

参考値
全国平均

－

算　式

総費用

×１００
営業収益－受託工事収益

当年度純利益

営業費用－受託工事費

×１００

×１００
（期首総資本＋期末総資本）÷２

×１００
総収益

企業債・長期借入金＋一時借入金＋リース債務

支払利息＋企業債取扱諸費
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説　明

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものであり、高
い方が望ましい。

損益計算書が示す借入資本利子を貸借対照表に示された負債と比較することにより、利子率を
計算したものである。

企業債償還額とその主要償還財源である減価償却費を比較したものである。

総収益と総費用を対比したものであり、収益と費用の総体的な関連を示すものである。

業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用を対比して業務活動の能率を
示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるものである。
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　１　業務実績について

　　　令和６年度下水道事業会計の業務実績は、第１表のとおりである。

行政区域内人口 人 人 人

処理区域内人口 人 人 人

処理区域内世帯数

水洗化人口 人 人 人

水洗化世帯数

水洗化率 × ％ ％ ％

世帯普及率 × ％ ％ ％

年間総処理水量 ㎥ ㎥ ㎥

年間有収水量 ㎥ ㎥ ㎥

有収率 × ％ ％ ％

汚水管延長

雨水管延長

（数値は、年度末現在の値）

年間有収水量は ㎥で、年間総処理水量 ㎥に対する有収率は ％

　　となり、前年度に比べ ポイント減少している。

下水道事業の処理区域内における水洗化人口は 人で、前年度に比べ 人減少

しており、処理区域内人口 人に対する水洗化率は ％で、前年度に比べ ポイ

　　ント増加している。

△ 

△ 

世帯世帯 世帯

世帯

△ 

たつの市下水道事業会計

第１表　業務実績表

世帯

項　　　　　目 令和６年度 令和５年度 比較増減

世帯

△ 

△ 
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　２　予算及び決算について

　　 　収益的収入及び支出について

　　　　 収益的収支に係る予算の執行状況は、第２表のとおりである。

（収入） （単位：千円、％）

下水道事業収益
営業収益
営業外収益
特別利益

営業収益
営業外収益
特別利益

（支出） （単位：千円、％）

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。

下水道事業費用
営業費用
営業外費用
特別損失
予備費

営業費用
営業外費用
特別損失
予備費

（本決算額は、消費税等込の数字である。）

　　　％となっている。

会計全体では、予算額 千円に対して決算額は 千円で、決算額の予

％となっており、 千円の不用額が生じている。

会計全体では、予算額 千円に対して決算額は 千円で、執行率は

　　　算額に対する比率は ％となっている。

収益的支出は、下水道事業では、予算額 千円に対して決算額は 千

円で、執行率は ％となり、 千円の不用額が生じている。前処理場事業では、

予算額 千円に対して決算額は 千円で、執行率は ％となり、

千円の不用額が生じている。

費用合計

収益的収入は、下水道事業では、予算額 千円に対して決算額は 千

円で、決算額の予算額に対する比率は ％となっている。前処理場事業では、予算額

　　　 千円に対して決算額は 千円で、決算額の予算額に対する比率は 

前処理場事業費用

収益合計 △ 

科　　目 予　算　額 決　算　額 不　用　額 執行率
決算構
成比率

△ 

前処理場事業収益 △ 
△ 

△ 

△ 

第２表　予算決算対照表（収益的収支）

科　　目 予　算　額 決　算　額
予 算 に 比 べ
決算額の増減

収入率
決算構
成比率
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　　 　資本的収入及び支出について

　　　　 資本的収支に係る予算の執行状況は、第３表のとおりである。

（収入） （単位：千円、％）

企業債

出資金
国庫補助金等

企業債
出資金
国庫補助金等

（支出） （単位：千円、％）

建設改良費

企業債償還金

建設改良費

企業債償還金

（本決算額は、消費税等込の数字である。）

　　　

会計全体では、予算額 千円に対して決算額は 千円で、執行率が ％

資本的収入は、下水道事業では、予算額 千円に対して決算額は 千円

不 用 額

資本的収入合計

予 算 額

　　 となっている。翌年度へ 千円繰越し、不用額は 千円である。

なお、資本的収入額（前年度支出の財源に充当する令和５年度同意済企業債借入額 千

で、決算額の予算額に対する比率は ％となっている。前処理場事業では、予算額

　　 ている。

会計全体では、予算額 千円に対して決算額は 千円で、決算額の予算額に

　　 対する比率は ％となっている。

資本的支出合計

　　 ％となっている。翌年度へ 千円繰越し、不用額は 千円である。

　　 千円に対して決算額は 千円で、決算額の予算額に対する比率は ％となっ

資本的支出は、下水道事業では、予算額 千円に対して決算額は 千円

で、執行率が ％となっている。翌年度へ 千円繰越し、不用額は 千円であ

る。前処理場事業では、予算額 千円に対して決算額は 千円で、執行率が

科　　目

下水道事業資本的収入

△ 
△ 

受益者負担金及び分担金

その他資本的収入

前処理場事業資本的収入

決算構
成比率

収入率
地方公営企業法第
条の規定による支出
額に係る財源充当額

△ 

合　計 決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

△ 
△ 

△ 
△ 

決算構
成比率

執行率

前処理場事業資本的支出

円を除く。）が資本的支出額に不足する額 千円は、減債積立金 千円、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千

円及び当年度分損益勘定留保資金 千円で補填されており、なお不足する額

　　 をもって翌年度に措置するものとされている。

千円 未払相当分 については、令和５年度及び令和６年度同意済企業債の未発行分 千円

下水道事業資本的支出

固定資産購入費

固定資産購入費

第３表　予算決算対照表（資本的収支）

科　目 予 算 額
地方公営企業法
第 条の規定に
よ る 繰 越 額

合　計 決 算 額
地方公営企業法
第 条の規定に
よ る 繰 越 額

その他資本的収入

△ 

△ 
△ 
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　　 　一般会計からの繰入金について

　　　　 一般会計からの繰入金の状況は、第４表のとおりである。

（単位：千円、％）

　３　経営成績について（資料別表１・２参照）

　　 千円となり、 千円の純利益を計上している。

　　 　経営収支の推移について

　　　　 経営収支の推移を見ると、第５表のとおりである。

（単位：千円、％）

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。（総収支比率は、総収益÷総費用×１００）

　　　総収支比率の推移を見ると、前年度の ％に対し、当年度は ％となっており、

　　前年度に比べ ポイントの増加となっている。

令 和 ４ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ６ 年 度

一般会計からの繰入金は 千円となり、その内訳は、収益的収入が

　　　当年度の下水道事業会計の損益状況は、総収益が 千円に対し、総費用が

　　　減少している。 

対前年
度　比

損　益 対前年
度　比

総収支
比　率

年　　度
総収益 対前年

度　比
総費用

千円、資本的収入が 千円であり、前年度に比べ 千円

第５表　経営収支の推移

収益的収入

資本的収入 △ 

△ 

合　計 △ 

第４表　一般会計からの繰入金の状況

区　分
令和６年度 令和５年度

決　算　額 前年度増減
対前年
度比

決　算　額
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　　 　収益について

　　 　費用について

　　　 なっている。

　　　ア　人件費　（児童手当含む。）

　　  　総費用に占める割合は ％である。

　　　　　人件費の営業収支に対する比率を見ると、第６表のとおりである。

（単位：千円、％）

（対営業収益比率＝人件費÷営業収益×１００） （対営業費用比率＝人件費÷営業費用×１００）

　　　   前年度に比べ人件費は ポイント減少し、営業収益比率は変わらず、営業費用

益が 千円の減収、特別利益が 千円の増収（皆増）となっている。

          収益的収入及び支出の人件費は 千円で、職員 名分の経費である。

　　　 　会計全体では、 千円の減少となっている。

前処理場事業費用の内訳は、営業費用が 千円、営業外費用が 千円

当年度の総費用は 千円で、内訳は、下水道事業費用が 千円（構

成比 ％）、前処理場事業費用が 千円（構成比 ％）である。

下水道事業費用の内訳は、営業費用が 千円、営業外費用が 千円

で、前年度に比べ、営業費用が 千円の減少、営業外費用が 千円の減少と

　　　 　会計全体では、 千円の減収となっている。

　　　 比率は ポイント増加している。

令 和 ６ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ４ 年 度

年　　度 人件費
対前年
度　比

営業収益
対 営 業
費用比率

円、特別利益が 千円で、前年度に比べ、営業収益が 千円の増収、営業外収

当年度の総収益は 千円で、内訳は、下水道事業収益が 千円（構

成比 ％）、前処理場事業収益が 千円（構成比 ％）である。

下水道事業収益の内訳は、営業収益が 千円、営業外収益が 千

　　　 なっている。

前処理場事業収益の内訳は、営業収益が 千円、営業外収益が 千円、

　　　 特別利益が 千円で、前年度に比べ、営業収益が 千円の減収、営業外収益

　　　 が 千円の増収、特別利益が 千円の増収（皆増）となっている。

で、前年度に比べ、営業費用が 千円の減少、営業外費用が 千円の増加と

対前年
度　比

営業費用
対前年
度　比

対 営 業
収益比率

　　  　  内訳は、下水道事業が 千円で、前処理場事業が 千円であり、人件費の

第６表　人件費の営業収支に対する比率
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　　　イ　動力費及び薬品費

　　　　　動力費は 千円で、前年度に比べ 千円増加しており、総費用に占める割

　　　　合は、 ％となっている。

　　　　　薬品費は 千円で、前年度に比べ 千円増加しており、総費用に占める割

　　　　合は、 ％となっている。

　　　ウ　その他物件費

　　　　※その他物件費＝修繕費＋材料費＋路面復旧費＋その他

　　　エ　減価償却費

　　　　占める割合は、 ％となっている。

　　　オ　資産減耗費

　　　　る割合は、 ％となっている。

　　　　※資産減耗費＝固定資産除却費＋棚卸資産減耗費

　　　カ　支払利息及び企業債取扱諸費

　　 　使用料単価について

　　　　 １㎥当たりの使用料単価は 円となっている。

　　 　汚水処理原価について

　　 　経費回収率について

減価償却費は 千円で、前年度に比べ 千円減少しており、総費用に

資産減耗費は 千円で、前年度に比べ 千円増加しており、総費用に占め

使用料単価＝
下水道使用料

年間有収水量

支払利息及び企業債取扱諸費は 千円で、前年度に比べ 千円減少して

　　　　おり、総費用に占める割合は、 ％となっている。

その他物件費は 千円で、前年度に比べ 千円減少しており、総費

用に占める割合は、 ％となっている。

　　　　 １㎥当たりの汚水処理原価は 円となり、 円の差損となっている。

　　　　 経費回収率は、 ％となっている。

経費回収率＝
下水道使用料

×
汚水処理費（汚水処理に係る維持管理費＋資本費）

汚水処理原価＝
汚水処理費（汚水処理に係る維持管理費＋資本費）

年間有収水量



－ 39 －

　４　財政状況について（資料別表３参照）

　　 　資産について

　　　ア　固定資産

　　　イ　流動資産

　　 　負債について

　  　資本について

　    ア　資本金

　　　　  資本金は 千円で、前年度に比べ 千円増加となっている。

   　 イ　剰余金

　　　  　これは、利益剰余金が 千円減少したためである。

　　 　　負債総額は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となっている。

　　  これは、固定負債が 千円、流動負債が 千円、繰延収益が 

　　 　 千円減少したためである。

　　　   資本総額は 千円で、前年度に比べ 千円増加となっている。

　　　  　剰余金は 千円で、前年度に比べ 千円減少となっている。

　　　　る。

資産総額は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となり、構成比率

　　　　は、固定資産が ％、流動資産が ％となっている。

  　　　　固定資産は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となっている。

主な増減内容は、有形固定資産の構築物が 千円、無形固定資産の施設利用

  　　　権が 千円減少している。

　　　　　流動資産は 千円で、前年度に比べ 千円の減少となっている。

主な増減内容は、現金預金が 千円減少し、未収金が 千円増加してい
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　 　キャッシュ・フローの状況について

資金期末残高 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △ 

－

資金増加（減少）額 △ △ 

資金期首残高

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △ 

　　　 当年度のキャッシュ・フローの状況は、第７表のとおりである。

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 

第７表　キャッシュ・フロー計算書

令和５年度

決　算　額 増　減　額 決　算　額

（単位：千円）

区　　　　分
令和６年度

　　し、 千円となっている。

業務活動によるキャッシュ・フローは 千円のプラスで、前年度に比べ

千円減少している。また、投資活動によるキャッシュ・フローは 千円の

マイナスで、前年度に比べ 千円減少しており、財務活動によるキャッシュ・フ

　　ローは 千円のマイナスで、前年度に比べ 千円増加している。

この結果、当年度の資金（現金・預金）期末残高は、期首残高に比べ 千円減少
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む　す　び

　経営基盤の確立に取り組み、安定した下水道事業経営となるよう努められたい。

下水道使用料については令和７年４月から使用料が改定された。下水道使用料は事業収益

の根幹であり、使用者の負担の公平性と財源確保という観点から、使用料改定に伴う変化に

　令和６年度末で５年が経過したことで、経営状況及び財政状況がより明確化された。

　図られたい。

市民の衛生的で快適な生活環境を確保し、河川や水路等公共用水域の水質保全のために

このようなことから「たつの市下水道事業経営戦略」等に基づいて、将来的に持続可能な

ついて、客観的評価・分析を行うとともに、 サイクルを活用し、今後も継続的に改善を

しかし、事業を取り巻く経営環境は、人口減少などの要因から下水道使用料はさらに減収

　が見込まれる一方で、浸水対策や老朽化した施設の維持管理・更新などに多額の費用を要す

　るなど、厳しい状況が続くものと予測される。

令和６年度下水道事業会計の決算審査の内容は、以上のとおりである。

本市の下水道事業は、全国的にも稀な、皮革排水に係る前処理場事業を有している。

業務の状況については、前年度に比べ、処理区域内人口が 人、水洗化人口が 人

　それぞれ減少したが、水洗化率は 0.4ポイント増加し 95.8％となった。

年間総処理水量は前年度に比べ ㎥増加し ㎥となり、年間有収水量は

下水道事業が地方公営企業法の財務事務に関する規定を適用し、公営企業会計へ移行して

　実施した。

も、下水道事業は重要な役割を担っており、引き続き中長期的視点に立った健全経営が

求められる。

　82,031㎥減少し 8,533,745㎥となったため、有収率は 1.9ポイント減少し 73.5％となった。

使用料単価は 円 ㎥、汚水処理原価は 円 ㎥で、経費回収率は ％と

　なっている。

経営状況については、総収益が 千円で、総費用が 千円であったた

　め、当年度純利益は 255,416千円となった。

経常収支については、上記のように黒字となっているが、一般会計からの多額の繰入金を

　必要とする状況にある。

企業債については、当年度末の未償還残高は前年度末に比べ 千円減少し、

建設改良の状況については、管路等の改修工事や各施設の機械設備等の更新を計画的に

　　また、資金の期末残高は、前年度に比べ 42,487千円減少し、649,667千円となった。

  17,383,792千円となっている。





下 水 道 事 業 会 計 資 料
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資料別表１

比較損益計算書（№１）

収益の部 （単位：円、％）

営業収益

営業外収益

特別利益

営業収益

営業外収益

特別利益 皆増

収　益　合　計 △ 

雑収益

長期前受金戻入

他会計負担金

△ 

他会計補助金

その他営業収益

補助金 △ 

下水道使用料 △ 

△ 

皆増

前処理場事業収益

雑収益 △ 

長期前受金戻入 △ 

他会計補助金 △ 

△ 

他会計負担金 △ 

その他営業収益

受託事業収益 △ 皆減

△ 

科     目
令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
対前年
度　比

決　算　額 構成比

下水道事業収益

雨水処理負担金

下水道使用料 △ 
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資料別表１

比較損益計算書（№２）

費用の部 （単位：円、％）

営業費用

営業外費用

特別損失

営業費用

営業外費用

特別損失

－ △ －

△ 

－

当年度未処分利益剰余金 － △ － －

その他未処分利益剰余金変動額

費　用　合　計

－

前年度繰越利益剰余金 － △ － －

当 年 度 純 利 益

－

－ －

雑支出

支払利息及び企業債取扱諸費

資産減耗費 皆増

△ 

減価償却費 △ 

総係費

流域下水汚泥処理維持管理費

業務費 △ 

流域下水道維持管理費 △ 

処理場費

ポンプ場費 △ 

△ 

管渠費 △ 

－

前処理場事業費用 △ 

雑支出 △ 

支払利息及び企業債取扱諸費

その他営業費用 △ 皆減

△ 

△ 

資産減耗費

総係費

減価償却費 △ 

業務費

雨水処理費

流域下水道維持管理費 △ 

ポンプ場費

処理場費

管渠費

下水道事業費用 △ 

△ 

科     目
令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
対前年
度　比

決　算　額 構成比
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資料別表２

費用の性質別一覧

（単位：円、％）

合    計 △ 

　 支払利息及び企業債取扱諸費 △ 

　資産減耗費 皆増

　その他物件費 △ 

　減価償却費 △ 

　薬品費

　動力費

　間接人件費 △ 

　直接人件費 △ 

前処理場事業 △ 

　 支払利息及び企業債取扱諸費 △ 

　資産減耗費

　減価償却費 △ 

　その他物件費 △ 

　薬品費

　間接人件費 △ 

　動力費

　直接人件費

下水道事業 △ 

科　　　目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
対前年
度　比

決　算　額 構成比
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資料別表３

比較貸借対照表（№１）

資産の部 （単位：円、％）

未収金

貸倒引当金

資　産　合　計 △ 

その他流動資産

受取手形 △ 

△ △ △ △ 

貯蔵品

未収金

現金預金 △ 

流動資産

施設利用権 △ 

△ 

ソフトウェア △ 

無形固定資産 △ 

建設仮勘定

車両運搬具

工具器具及び備品

機械及び装置

構築物

土地

△ 

建物

有形固定資産 △ 

固定資産

対前年
度比

決　算　額 構成比

△ 

科     目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
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資料別表３

比較貸借対照表（№２）

負債・資本の部 （単位：円、％）

負債・資本合計 △ 

資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金 △ 

減債積立金

受贈財産評価額

補助金

利益剰余金 △ 

他会計負担金

資本剰余金

剰余金

資本金

△ 

自己資本金

負 債 合 計 △ 

収益化累計額 △ 

繰延収益 △ 

△ △ △ 

長期前受金

△ 

預り金

賞与引当金

未払金 △ 

△ 

引当金 △ 

企業債 △ 

流動負債

引当金

△ 

退職給付引当金

企業債 △ 

固定負債

対前年
度比 決　算　額 構成比

△ 

科     目

令和６年度 令和５年度

決　算　額 構成比 前年度増減
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資料別表４

財務諸表分析表（№１）

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

回 回 回 回

％ ％ ％ ％

回 回 回 回

回 回 回 回

※「参考値」欄は、総務省において公表している「地方公営企業年鑑」から引用し、令和５年度の数値を

　記載している。

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

（期首未収金＋期末未収金）÷２

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２

減 価 償 却 率

営業収益－受託工事収益

×１００

営業収益－受託工事収益

有形固定資産＋無形固定資産－土地－建設仮勘定
＋当年度減価償却額

当年度減価償却額

流 動 資 産
回 転 率 （期首流動資産＋期末流動資産）÷２

回

転

率

固 定 資 産
回 転 率

流動資産
×１００

流動負債

負債・資本合計

財

務

比

率

固 定 資 産 対
長期資本比率

固定資産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

流 動 比 率

×１００

構

成

比

率

固 定 資 産
構 成 比 率

固定負債
×１００

負債・資本合計

×１００

固 定 負 債
構 成 比 率

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

総資産

　総資産＝固定資産＋流動資産

分 析 項 目 参考値
全国平均

算　式

固定資産
×１００

自 己 資 本
構 成 比 率
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営業収益と、設備投資された資本との関係を示すものであり、比率が高い方が固定資産が活用
されていることを示す。

減価償却費を固定資産の帳簿価格と比較することによって、固定資産に投下された資本の回収
状況をみるためのものである。

現金預金、未収金、貯蔵品等回転率を包括するものであり、これらの回転率が高くなれば、そ
れに応じて高くなるものである。

企業の取引量である営業収益と未収金との関係で、比率が高いほど未収金が未回収のまま残留
する期間が短いことを示す。

説　明

総資産に対する固定資産の構成比率であり、比率が高ければ資本の固定化の傾向にある。低い
方が、機動的な経営が可能である。

資産の調達源である負債・資本の内、他人資本の割合を示すものであり、比率が低いほど良
い。

資本総額とこれを構成する自己資本の関係を示すもので、経営の健全化のためには、比率を高
める必要がある。

固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきであるとの立場から、少なくと
も１００％以内が望ましく、１００％を超えた場合は明らかに固定資産に対する過大投資が行
われたものと言わざるを得ない。比率が低い方が良い。

１年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債（短期債務）とを比較するもの
で、流動性を確保するためには、流動資産が流動負債の２倍以上あることが要求されるので、
安全比率は２００％以上である。
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財務諸表分析表（№２）

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

　　　　 １㎥あたりの給水原価は 円となっている。

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

 ※「参考値」欄は、総務省において公表している「地方公営企業年鑑」から引用し、令和５年度の数値を

　記載している。

当年度減価償却額

利 子 負 担 率
企業債・長期借入金＋一時借入金＋リース債務

企 業 債 元 金
償 還 額 対
減 価 償 却 額
比 率

建設改良のための企業債元金償還額

×１００

支払利息＋企業債取扱諸費

そ

の

他

×１００

（期首総資本＋期末総資本）÷２

総収益
×１００

総費用

－
収

益

率

総資本利益率

営業費用－受託工事費

×１００

算　式分 析 項 目 参考値
全国平均

当年度純利益
×１００

営業収益－受託工事収益

総 収 支 比 率

営業収支比率
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企業債償還額とその主要償還財源である減価償却費を比較したものである。

説　明

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものであり、高
い方が望ましい。

総収益と総費用を対比したものであり、収益と費用の総体的な関連を示すものである。

業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用を対比して業務活動の能率を
示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるものである。

損益計算書が示す借入資本利子を貸借対照表に示された負債と比較することにより、利子率を
計算したものである。
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　１　業務実績について（資料別表１参照）

　２　予算及び決算について

　　 　収益的収入及び支出について

 　　 　 収益的収支に係る予算の執行状況は、第１表のとおりである。

（収入） （単位：千円、％）

国民宿舎事業収益

営業収益

営業外収益

特別収益

（支出） （単位：千円、％）

国民宿舎事業費用

営業費用

営業外費用

特別損失

予備費

　　 ％となり、 千円の不用額が生じている。

－

－

　　　前年度と比較すると、志んぐ荘は宿泊者が 人（ ％）減少し、休憩者が 人（

科　　目 予　算　額 決　算　額 不　用　額

人（ ％）減少しており、喫茶を含む利用人員の２荘合計では、前年度に比べ

　　 人（ ％）増加している。 

％）増加し、合計は 人（ ％）増加している。赤とんぼ荘の喫茶利用者は

決算構
成比率

予算額に比べ
決算額の増減

収入率

第１表　予算決算対照表（収益的収支）

決　算　額科　　目 予　算　額

たつの市国民宿舎事業会計

　　は、喫茶利用者が 人で、営業日数に対する１日平均利用人員は 人である。

令和６年度の利用人員は、志んぐ荘は、宿泊者 人、休憩者 人で、合計

　　　平成 年４月から国民宿舎赤とんぼ荘及び志んぐ荘は、２荘一体経営で指定管理者による

　　管理運営を行ってきたが、赤とんぼ荘は、令和２年度末で宿泊及び休憩業務を休止し、令和

人となっており、営業日数に対する１日平均利用人員は、 人である。赤とんぼ荘

　　３年度から市の直営で喫茶運営を行っている。

収益的支出は、予算額 千円に対して、決算額は 千円で、執行率は

対する収入率は ％となっている。

－

－

－

収益的収入は、予算額 千円に対して、決算額は 千円で、予算額に

執行率
決算構
成比率

－

－

－
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　　(2)　資本的収入及び支出について

（収入） （単位：千円、％）

資本的収入

固定資産売却代金

補助金

（支出） （単位：千円、％）

資本的支出

建設改良費

企業債償還金

　３　経営成績について（資料別表２・３参照）

　　となっている。

　　　　 資本的収支に係る予算の執行状況は、第２表のとおりである。

第２表　予算決算対照表（資本的収支）

科　　目 予　算　額 決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

収入率
決算構
成比率

－ －

科　　目 執行率
決算構
成比率

予　算　額 決　算　額
翌 年 度
繰 越 額

不用額

資本的支出は、予算額 千円に対して、決算額は 千円で、執行率が

－ －

資本的収入は、予算額 千円に対して、決算額は 千円で、予算額に対する

収入率は ％となっている。

なお、消費税及び地方消費税の会計処理は、平成 年度から、免税事業者のため税込方式

収益合計は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）の増加となり、費用

％となっている。

これは、志んぐ荘の施設整備に係る費用である。

　　る。

したがって、当年度純損失は 千円となり、前年度に比べ 千円増加してい

合計は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）の増加となっている。
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　　 　経営収支の推移について

（単位：千円、％）

（総収支比率は、総収益÷総費用×１００）

　　 　収益について

         当年度の収益について、前年度と比較すると、第４表のとおりである。

△ 

　　　総収支比率の推移を見ると、前年度の ％に対し、当年度は ％となっており、

　　 ポイント増加している。

令 和 ４ 年 度

令 和 ６ 年 度 △ 

令 和 ５ 年 度 △ 

　　　　 経営収支の推移を見ると、第３表のとおりである。

第３表　経営収支の推移

年　度
総収益 対前年

度　比
総費用 対前年

度　比
損　益 対前年

度　比
総収支
比　率

　　　営業外収益が 千円（構成比 ％）である。

前年度に比べ、営業収益が 千円の増収、営業外収益が 千円の増収で、全

　　　体で 千円の増収となっている。

売店収益

当年度の総収益は 千円で、内訳は、営業収益が 千円（構成比 ％）、

他会計補助金

長期前受金戻入

皆減

（単位：千円、％）

第４表　収益明細表

対前年
度　比

令和５年度

決　算　額構成比決　算　額 増　減　額

△ 

区　　　　分

営業収益

令和６年度

皆増受取利息及び配当金

営業外収益

利用収益

－特別利益

合　　　　　計

雑収益 △ 
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　　 　費用について

　　　　 当年度の費用について、前年度と比較すると、第５表のとおりである。

（単位：千円、％）

売上原価費

売上人件費

宿舎経営費

減価償却費

雑支出

繰延勘定償却

特別損失

　　　なっている。

営費が 千円（ ％）増加したためである。

－

－

内訳は、営業費用が 千円（構成比 ％）で、前年度に比べ 千円

（ ％）増加している。この主な要因は、売上人件費が 千円（ ％）、宿舎経

長期前払消費税償却 －

営業外費用

合　　　　　計

第５表　費用明細表

対前年
度　比

増　減　額決　算　額
区　　　　分

令和５年度令和６年度

決　算　額

営業費用

構成比

△ 

－

当年度の総費用は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）の増加と

資産減耗費 皆増

－

支払利息及び企業債取扱諸費

－
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　　 　利用者、純損失等の推移について

延利用人員（人）

宿泊人員（人） ※志んぐ荘

休憩人員（人） ※志んぐ荘

喫茶利用人員（人） ※赤とんぼ荘

純損失（千円）

利用者１人当たりの純損失（円）

宿泊利用率（％） ※志んぐ荘

宿泊人員／（宿泊定員×営業日数）×１００

修正宿泊利用率（％） ※志んぐ荘

（休憩人員× ＋宿泊人員）／

　　　　　（宿泊定員×営業日数）×１００

　４　財政状況について（資料別表４参照）

　　 　資産について

　　　ア　固定資産

当年度の利用者、純損失等の推移を前年度と比較すると、第６表のとおりである。

第６表　利用者、純損失等の推移

区　　　　　　　　分 令和６年度 令和５年度 比較増減

△ 

△ 

△ 

　　　　

　　　志んぐ荘の宿泊人員が 人、赤とんぼ荘の喫茶利用人員が 人減少、志んぐ荘の休

　　　　純損失は 千円増加し、利用者１人当たりの純損失は 円減少している。

資産合計は 千円で、前年度に比べ 千円減少している。

構成比率では、固定資産が ％、流動資産が ％となっている。

　　　　　固定資産は 千円で、前年度に比べ 千円減少している。

　　　　　これは、有形固定資産の建物が 千円、構築物が 千円、機械及び装置が

　　　  千円それぞれ減少し、工具器具及び備品が 千円増加したためである。

　　　憩人員が 人増加している。

　　　　前年度と比較すると、２荘合計の延利用人員は 人増加しており、内訳を見ると、

※宿泊利用率及び修正宿泊利用率の算出に用いた志んぐ荘の営業日数は、令和６年度、令和５年度

　ともに 日で、宿泊定員は 人である。

△ 
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　　　イ　流動資産

　　 　負債について

　　 　資本について

　　　ア　資本金

　　　　　資本金は 千円で、前年度と同額となっている。 

　　　イ　剰余金

　　 　キャッシュ・フローの状況について

　　　 千円増加し、 千円となっている。

△ 

－

－

業務活動によるキャッシュ・フローは 千円のプラスで、前年度に比べ 千円

　　　　として処理されている。

当年度のキャッシュ・フローの状況は、第７表のとおりである。

第７表　キャッシュ・フロー計算書

決　算　額

（単位：千円）

増　減　額

令和６年度 令和５年度

決　算　額
区　　　　分

業務活動によるキャッシュ・フロー

流動資産は 千円で、前年度に比べ 千円増加している。

　　　　 これは、剰余金が 千円減少したためである。

これは、当年度未処理欠損金が 千円増加したためであり、翌年度繰越欠損金

　　　　 負債合計は 千円で、前年度に比べ 千円増加している。

　　　　 資本合計は 千円で、前年度に比べ 千円減少している。

　　　　  これは、現金預金が 千円、貯蔵品が 千円増加したためである。

　　　　 これは、流動負債が 千円増加し、繰延収益が 千円減少したためである。

　　　　　剰余金は △ 千円で、前年度に比べ 千円減少している。

資金増加（減少）額

資金期首残高

△ 

　　　減少している。この結果、当年度の資金（現金・預金）期末残高は、期首残高に比べ

資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
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　む　す　び

　　　令和６年度国民宿舎事業会計の決算審査の内容は、以上のとおりである。

きたが、施設・設備の老朽化とその維持・修繕が大きな課題となっている。

として建設され、赤とんぼ荘が昭和 年４月に、志んぐ荘が昭和 年７月に開荘された。

近年は特に、利用客の動向や物価や人件費の高騰など、施設運営を取り巻く環境がめまぐ

るしく変化している。

方について検討を進めているところである。

と十分に検証・協議を行い、市民の理解が得られる効果的・効率的な当施設の方向性を検討

されたい。

当施設を取り巻く現状と今後の情勢を見据えながら、社会や環境の変化を踏まえ、関係者

令和６年度は、令和２年度から令和６年度までの志んぐ荘の指定管理期間の最終年度であ

管理取消の申出書が提出され、協議の結果、令和７年７月 日をもって指定管理者の指定

り、令和７年度から新たな指定管理期間が開始となったが、この度、指定管理者から指定

また、赤とんぼ荘については、市の直営で喫茶運営を行いながら今後の施設の利活用に

ついて検討がなされていることころであるが、いまだ方針決定には至っていない。

を取り消し、令和７年８月１日から新たな事業者による運営がスタートした。今後、新た

な事業者と綿密な連携を図り、魅力的かつ効果的な事業経営に努められたい。

国民宿舎赤とんぼ荘・志んぐ荘の運営については、平成 年４月１日から、２荘一体で

５年間、指定管理者による管理運営を行ってきた。志んぐ荘については、令和２年度から

機能を担い、雇用や地域経済の伸展に寄与し、地域社会の発展に一定の役割を果たして

の増加となった。志んぐ荘においては、宿泊者が 人減少、休憩者が 人増加した。

新たに５年間の指定管理がスタートしたが、赤とんぼ荘については、令和２年度末で

宿泊・休憩業務を休止し、令和３年度から直営で喫茶運営を行いながら、今後の施設の在り

令和６年度の２荘の経営実態は、年間延べ利用人員 人で、前年度に比べ 人

経営収支状況については、総収益が 千円、総費用が 千円で、純損失が

当時は、宿泊・休憩・冠婚葬祭に利用できる施設が少なく、自治体直営の国民宿舎がその

国民宿舎は、国民に低廉な宿泊・休憩施設を提供し、保健・休養の増進を図ることを目的

千円となり、当年度未処理欠損金は 千円となっている。

また、赤とんぼ荘の喫茶利用者は 人で、前年度に比べ 人減少した。
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資料別表１

業　　務　　概　　要

（単位 人、％）

※志んぐ荘の宿泊定員については、令和６年度、令和５年度ともに 人である。

利用人員合計

令和６年度 令和５年度

宿泊利用人員（人／日）

休憩利用人員（人／日）

　荘が 日、赤とんぼ荘が 日である。

２

１

※営業日数については、令和６年度は、志んぐ荘が 日、赤とんぼ荘が 日である。令和５年度は 志んぐ

合計
△ 

△ 

喫茶利用人員（人／日）

１日平均利用人員

３ △ 

△ △ 

△ △ 

令和６年度 前年度増減 対前年度比 令和５年度

赤とんぼ荘

休憩

志んぐ荘 赤とんぼ荘 志んぐ荘 赤とんぼ荘 志んぐ荘 赤とんぼ荘

月

別

利

用

人

員

４

区分

５

△ △ ８

志んぐ荘

宿泊 休憩 喫茶 宿泊 休憩 喫茶 宿泊

９

７

６

△ △ 

喫茶 宿泊 休憩 喫茶

△ 

△ △ 

△ △ 

△ △ 

△ 
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資料別表２

比較損益計算書

（単位：円、％）

－

△ 

－

－

△ 

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －－

－

－

－

皆増

－

－

－

前年度増減構成比決　算　額 構成比決　算　額

当年度未処理欠損金

支払利息及び企業債取扱諸費

長期前払消費税償却

営業外費用

特別損失

費 用 合 計

当 年 度 純 利 益

雑支出

当 年 度 純 損 失

前年度繰越欠損金

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

固定資産売却損

過年度損益修正損

その他特別損失

利用収益

対前年
度　比

売上人件費

過年度損益修正益

その他特別利益

売上原価費

営業費用

△ 

皆減

令和５年度

宿舎経営費

雑収益

長期前受金戻入

固定資産売却益

減価償却費

資産減耗費

－

令和６年度

売店収益

特別利益

収 益 合 計

受取利息及び配当金

科　　　目

営業収益

営業外収益

他会計補助金
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資料別表３

費用の性質別一覧

（単位：円、％）

皆増

△ 

－

－

合　　　計

そ の 他

令和５年度

対前年
度　比

構成比決　算　額
科　　　目

令和６年度

前年度増減構成比決　算　額

人 件 費

材 料 費

資 産 減 耗 費

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息 等
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資料別表４

比較貸借対照表（№１）

（資産の部） （単位：円、％）

－

－

－

－

－

△ 

－

－

令和５年度

対前年
度　比

△ 

投資有価証券

長期前払消費税

無形固定資産

現金預金

未収金

投資その他の資産

電話加入権

施設利用権

工具器具及び備品

貸倒引当金

流動資産

貯蔵品

科     目

固定資産

リース資産

資 産 合 計

前払費用

車両運搬具

令和６年度

有形固定資産

土地

建物

構築物

機械及び装置

△ 

決　算　額前年度増減構成比決　算　額

△ 

構成比

△ 

△ 

－
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資料別表４

比較貸借対照表（№２）

（負債・資本の部） （単位：円、％）

自己資本金

企業債

リース債務

－

科     目

リース債務

固定負債

引当金（退職給付引当金）

流動負債

一時借入金

令和５年度

対前年
度　比

構成比決　算　額

－

令和６年度

前年度増減

引当金（賞与引当金）

負 債 合 計

資本金

未払金

企業債

預り金

繰延収益

前受金

収益化累計額

長期前受金

構成比決　算　額

△ △ △ 

△ 

－

－

－

－

△ 

△ △ △ 

△ △ 

△ 

－

△ 

－

－

剰余金

資本剰余金

補助金

受贈財産評価額

利益剰余金 △ △ 

△ △ 

－

△ 

資 本 合 計

負債・資本合計

当年度未処理欠損金 △ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 
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資料別表５

財務諸表分析表（№１）

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

回 回 回 回

回 回 回 回

自己資本＝資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

回 回 回 回

回 回 回 回

　※「参考値」欄は、総務省において公表している「地方公営企業年鑑」から引用し、令和５年度の数値を

　　記載している。

固定資産
×１００

総資産

　総資産＝固定資産＋流動資産

固定負債
×１００

負債・資本合計

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債・資本合計

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）
×１００

流動資産
×１００

流動負債

営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２

（期首自己資本金＋期末自己資本金）÷２

営業収益－受託工事収益

（期首流動資産＋期末流動資産）÷２

営業収益－受託工事収益

（期首未収金＋期末未収金）÷２

×１００

×１００

流動負債

参考値
(全国平均)

資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

固定資産

算　　式

－ －

財

務

比

率

回

転

率 －未収金回転率

固 定 資 産 対
長期資本比率

固 定 資 産
回 転 率

流 動 資 産
回 転 率

流 動 比 率

酸性試験比率

自 己 資 本
回 転 率

自 己 資 本
構 成 比 率

固 定 負 債
構 成 比 率

分 析 項 目

構

成

比

率

固 定 資 産
構 成 比 率
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現金預金、未収金、貯蔵品等回転率を包括するものであり、これらの回転率が高くなれば、それ
に応じて高くなるものである。

企業の取引量である営業収益と未収金との関係で、比率が高いほど未収金が未回収のまま残留す
る期間が短いことを示す。

１年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債（短期債務）とを比較するもので、
流動性を確保するためには、流動資産が流動負債の２倍以上あることが要求されるので、安全比
率は２００％以上である。

比率が高ければ高いほど良く、高いほど運転資金が豊富で支払能力があることを示す。
１００％以上であること。

営業収益と、設備投資された資本との関係を示すものであり、比率が高い方が固定資産が活用さ
れていることを示す。

自己資本に対し営業利益が何倍になっているかの割合を示すものであり、比率が高いほど営業活
動が活発なことを示す。

説　　　　　　　　　　　　明

総資産に対する固定資産の構成比率であり、比率が高ければ資本の固定化の傾向にある。低い方
が、機動的な経営が可能である。

資産の調達源である負債・資本の内、他人資本の割合を示すものであり、比率が低いほど良い。

資本総額とこれを構成する自己資本の関係を示すもので、経営の健全化のためには、比率を高め
る必要がある。

固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきであるとの立場から、少なくとも
１００％以内が望ましく、１００％を超えた場合は明らかに固定資産に対する過大投資が行われ
たものと言わざるを得ない。比率が低い方が良い。
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財務諸表分析表（№２）

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

　※「参考値」欄は、総務省において公表している「地方公営企業年鑑」から引用し、令和５年度の数値を

　　記載している。

建設改良のための企業債元金償還額

×１００
当年度減価償却額

支払利息＋企業債取扱諸費
×１００

収

益

率

企業債・長期借入金＋一時借入金＋リース債務

※志んぐ荘は営業収益がないため、赤とんぼ荘喫茶関係分のみで算出

そ

の

他

利 子 負 担 率 － － －

企 業 債 元 金
償 還 額 対
減価償却額比率

総費用

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×１００
営業費用－受託工事費用

総 収 支 比 率

当年度純利益
×１００

（期首総資本＋期末総資本）÷２

×１００
総収益

算　式分 析 項 目 参考値
全国平均

総資本利益率 －
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財務諸表分析表（№２）

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

　※「参考値」欄は、総務省において公表している「地方公営企業年鑑」から引用し、令和５年度の数値を

　　記載している。

建設改良のための企業債元金償還額

×１００
当年度減価償却額

支払利息＋企業債取扱諸費
×１００

収

益

率

企業債・長期借入金＋一時借入金＋リース債務

※志んぐ荘は営業収益がないため、赤とんぼ荘喫茶関係分のみで算出

そ

の

他

利 子 負 担 率 － － －

企 業 債 元 金
償 還 額 対
減価償却額比率

総費用

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×１００
営業費用－受託工事費用

総 収 支 比 率

当年度純利益
×１００

（期首総資本＋期末総資本）÷２

×１００
総収益

算　式分 析 項 目 参考値
全国平均

総資本利益率 －

企業債元金償還額とその償還財源である減価償却費との割合で、企業債償還能力を示す。この率
が低いほど償還能力は高い。

説　明

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものであり、高い
方が望ましい。

総収益と総費用を対比したものであり、収益と費用の総体的な関連を示すものである。

業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用を対比して業務活動の能率を示
すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるものである。

損益計算書が示す借入資本利子を貸借対照表に示された負債と比較することにより、利子率を計
算したものであり、比率が低い方が良い。
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